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福島県農林水産部現場技術業務実施要領 
第１ 目的 

この要領は、福島県農林水産部が実施する原子力被災１２市町村を含む地域の農業

農村整備事業の工事の設計、監督、関係機関等との協議及び、事業実施に関する業務

の一部を建設コンサルタント等に行わせる、現場技術業務（以下「業務」という。）を

実施する場合に必要な事項を定めることにより、適正かつ効率的な事業の執行と公共

工事の品質確保及び事業促進に資することを目的とする。 
 
第２ 現場技術業務の内容 

現場技術業務は、以下に掲げる（１）又（２）の型式により実施するものとする。 
１ 監督支援型 

監督支援型を実施できる業務内容は、原則として、当該事業の業務量の実情を

踏まえ、工事の適正な執行の確保が困難である場合、特に品質確保の観点から監

督体制を強化することが適当と認められる場合及び農林事務所等の業務をより効

率的に実施する場合に、次に掲げる事項に関する補助的作業とする。 
（１）設計に関する業務 

ア 設計及び工事の積算に関する資料等の作成 
イ その他上記に準ずる事項 

（２）監督に関する業務 
ア 施工計画の検討 
イ 工程管理の点検 
ウ 出来形管理及び品質管理の確認 
エ 緊急を要する設計及び設計変更に関する調査及び資料等の作成 
オ 工事施工に関する資料等の作成 
カ 工事施工に関する立会、観察、測定等 
キ 工事の安全確保及び事故報告 
ク 工事現場発生品の確認 
ケ 工事受注者に対する支給品等の確認 
コ その他上記に準ずる事項 

（３）関係機関等との協議に関する業務 
ア 関係機関等との協議に関する資料等の作成 
イ その他上記に準ずる事項 

（４）事業実施に関する業務 
ア 事業実施に関する資料等の作成 
イ その他上記に準ずる事項 

２ 事業促進型 

事業促進型は、原則として、当該事業の業務量の実情を踏まえ、適正な工事執

行及び品質確保を図る観点から、業務の実施体制を強化することが適当と認めら

れる場合、前項に掲げる事項に加え、事業促進に資するために次に掲げる事項に

ついて、発注者と受注者が連携し、一体となって実施するものとする。 
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（１）調査・測量・設計業務に対する調整等 

ア 業務方針等の調整 

イ 工程の把握及び調整 

ウ 調査・測量・設計業務等の助言 
エ 調査・測量・設計業務等の協議等 
オ 調査・測量・設計業務成果内容の確認 
カ 調査・測量・設計業務等の検査資料確認 
キ その他上記に準ずる事項 

（２）工事に関する調整等 
ア 施工方針等の調整 
イ 工程の把握及び調整 
ウ 工事の助言 
エ 工事の協議等 
オ 施工状況の確認 
カ 出来形管理及び品質管理の確認 
キ 工事の検査資料確認 
ク その他上記に準ずる事項 

（３）地元関係者及び関係機関等との協議等 
ア 調査・測量・設計業務等の立入に関する地元説明 
イ 調査・測量・設計業務等に関する地元関係者との調整・協議 
ウ 調査・測量・設計業務等に関する関係機関等との調整・協議 
エ 工事に関する地元関係者との調整・協議 
オ 工事に関する関係機関との調整・協議 
カ 調整・協議に必要な資料の作成 
キ その他上記に準ずる事項 

２－１ 事業促進型の実施体制 

発注者と受注者が連携し、一体となって前項に掲げる業務内容を実施する。 
なお、業務に関する最終判断については、発注者の権限とする。 
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第３ 履行期間等 

１ 監督支援型 

履行期間は、業務内容を十分に検討のうえ設定するとともに、必要最小限にと

どめるものとする。 
２ 事業促進型 

調査・測量・設計に関する調整、施工に関する調整に必要な工期を確保する他、

地元関係者及び関係行政機関との協議等に係る調整の工程等、業務内容を十分に

検討のうえ適切な履行期間を設定するとともに、必要最小限にとどめるものとす

る。また、作業開始日については、当該業務の配置人員の規模等や、技術提案書

の内容を踏まえ、適切な準備期間を確保した上で設定する。 

 
 

第４ 調査・測量・設計業務等受注者及び工事受注者への通知 

１ 監督支援型 

工事の監督員の補助的業務を行わせる場合は、工事受注者に対して、建設コン

サルタント等が監督員の補助的業務を行うこと及びその権限等を明らかにするも

のとする。 
２ 事業促進型 

調査・測量・設計業務及び工事に関する調整等を対象とする場合は、調査・測

量・設計業務等受注者及び工事受注者に対して、受注者が監督・監理を行うこと

及びその権限等について明らかにするものとする。 
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第５ 技術者の職種等 

１ 監督支援型 

（１）管理技術者 

管理技術者の職種は、技師Ａとし、監督員と月 1 回以上打合せを行うものと

する。また、管理技術者は以下の内容等につき、現場技術員の業務内容を総括

する。 

ア 自らの農業土木技術に関する知見や実務経験等と受注者の組織的マネジメ

ントを駆使し、業務内容を実施する。 

イ 監督員からの指示等を受け、業務内容を実施する。 

（２）現場技術員 

ア 現場技術員が行う業務内容の主体が次に掲げる場合にあっては、技術者の

区分を「現場技術員（Ｃ）」とし、職種は技術員とする。 

（ア）設計に関する業務 

設計及び工事の積算に必要な所定の図面、数量、その他の資料作成に関す

る業務 
（イ）監督に関する業務 

ａ 工事の契約図書で実施方法、規格等の基準が定められている出来形、

品質及び工程管理等高度な判断を要しない業務 
ｂ 管理技術者を通じた工事の監督員と施工業者及び地元関係者等との連

絡業務（緊急の場合等を除く） 
ｃ 工事検査に必要な資料の作成に関する業務 

（ウ）関係機関等との協議に関する業務 
基礎的資料の作成に関する業務 

（エ）事業実施に関する業務 
基礎的資料の作成に関する業務 

イ 現場技術員が行う業務内容の主体が前アのほか、次に掲げる場合にあって

は、技術者の区分を「現場技術員（Ｂ）」とし、職種は、技師Ｃとする。 
（ア）設計に関する業務 

ａ 設計及び工事の積算に必要な現場条件等の調査に関する業務 
ｂ 経験に基づく技術的な判断又は助言を要する業務 

（イ）監督に関する業務 
ａ 工事契約の変更及び地元関係者等との協議に関する資料の作成業務 
ｂ 経験に基づく技術的な判断又は助言を要する業務 

（ウ）関係機関等との協議に関する業務 
経験に基づく技術的な判断又は助言を要する業務 

（エ）事業実施に関する業務 
経験に基づく技術的な判断又は助言を要する業務 

ウ 現場技術員が行う業務内容の主体が特に高度な技術を要する場合にあって

は、技術者の区分を「現場技術員（Ａ）」とし、職種は技師Ｂ等、業務内容

に合った職種とする。 
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２ 事業促進型 

（１）管理技術者 
管理技術者の職種は、主任技師とし、監督員と月１回以上打合せを行うもの

とする。 
管理技術者は、監督員からの指示を受け、自らの農業土木技術に関する知見

や実務経験等と受注者の組織的マネジメント能力を駆使し、主任技術者及び技

術員を総括しつつ、第２の２に示す事項を実施する。 
（２）主任技術者 

主任技術者の職種は、技師Ａを基本とする。 
主任技術者は、管理技術者のもと、当該業務の主担当として従事する者であ

り、「調査・測量・設計」、「施工」等の分野ごとに配置（業務の内容に応じて適

宜分野を選択）する。 
なお、技術者の配置にあたっては、事業実施に係る年間スケジュール等を踏

まえ、分野ごとの従事期間の指定を可能とする。 
（３）技術員 

技術員の職種は、技術員を基本とし、監督支援型の業務を実施する場合は第

５の１（２）によるものとする。 
技術員は、管理技術者及び主任技術者のもと業務を担当する者であり、主任

技術者の補助作業を担当する。 
 
第６ 積算基準 
業務費の積算は、「福島県農林水産部現場技術業務の価格積算基準」によるものとす

る。 
 
附則 この要領は令和 ５年 ２月 １日から適用する。 
 
 


